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１．損益計算書の状況
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◆1-1 連結情報 （短信：７ページ）

当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）におけるわが国
経済は、一部に景気の持直しが見られたものの、設備投資の抑制や個人消費の低迷等、本格
的な景気回復までには至らず、引き続き厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境のもと当社グループは、お客様の期待値を超える際立った商品・サービス
を提供することで、従来の「お客様に選ばれる企業」から、「選ばれ続ける企業」へと変革し、成
熟した国内市場でシェア拡大を図ってまいりました。

一方、海外市場におきましては、アジアを中心とした新興国において、現地のニーズに適応し
た商品の開発や販売網の構築等を積極的に推進し、アジアを新たな収益基盤とする「アジア企
業」への変革を図ってまいりました。

また、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」の影響につきましては、当社グループに
人的被害はなく、オフィスや工場、配送センター等の損傷も軽微であり、コクヨファニチャー株式
会社芝山工場（千葉県山武郡）は３月15日より順次生産を開始し、首都圏の配送センターは３
月17日より出荷を開始いたしました。しかしながら、物流網の混乱による配送の遅延、商品キャ
ンセル等の影響により、最需要期である３月の業績は対前年比で大幅に減少いたしました。

以上の結果、売上高は735億円（前年同期比4.1％減）となりました。コストダウンの推進等によ
り売上総利益率は改善いたしましたが、売上高減少等により、営業利益は45億円（前年同期比
3.0％減）となりました。経常利益は48億円（前年同期比3.2％増）、四半期純利益は25億円（前
年同期比2.3％増）となりました。

(単位：百万円)

売 上 高 76,748 73,583 △3,165 △4.1%

売 上 総 利 益 25,974 25,873 △101 △0.4%

（率） (33.9%) (35.2%) (＋1.3p)

販売費及び一般管理費 21,306 21,344 ＋38 ＋0.2%

（率） (27.8%) (29.0%) (＋1.2p)

営 業 利 益 4,668 4,529 △139 △3.0%

（率） (6.1%) (6.2%) (＋0.1p)

経 常 利 益 4,691 4,838 ＋147 ＋3.2%

（率） (6.1%) (6.6%) (＋0.5p)

四半期（当期）純利益 2,522 2,580 ＋58 ＋2.3%

（率） (3.3%) (3.5%) (＋0.2p)

（注）連結子会社22社・持分法適用関連会社２社となっております。

22年12月期
第１四半期

23年12月期
第１四半期

前年差額
（前年率差）

増減率



◆1-2 売上高及び売上総利益 （短信：7ページ）

売上高は震災の影響等により735億円（前年同期比4.1％減）となりました。
売上総利益は減収による総利益の減少等により258億円（前年同期比0.4％減）となりました。
売上総利益率は、コストダウンの推進等により35.2％（前年同期比1.3ポイント増）となりました。
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。 2

76,748

25,974

23年12月期
第１四半期

25,873

35.2%

35.0%

36.0%

(単位：百万円)

101,712 97,975 77,654 76,748 73,583 △3,165 △4.1%

32,833 32,099 25,262 25,974 25,873 △101 △0.4%

(32.3%) (32.8%) (32.5%) (33.9%) (35.2%) (＋1.3p)

27,427 26,448 22,819 21,306 21,344 ＋38 ＋0.2%

(27.0%) (27.0%) (29.4%) (27.8%) (29.0%) (＋1.2p)

5,406 5,651 2,442 4,668 4,529 △139 △3.0%

(5.3%) (5.8%) (3.1%) (6.1%) (6.2%) (＋0.1p)

5,103 5,614 2,775 4,691 4,838 ＋147 ＋3.2%

(5.0%) (5.7%) (3.6%) (6.1%) (6.6%) (＋0.5p)

3,280 2,266 1,008 2,522 2,580 ＋58 ＋2.3%

(3.2%) (2.3%) (1.3%) (3.3%) (3.5%) (＋0.2p)
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（率）
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経 常 利 益
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売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費
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（前年率差）
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21年12月期
第１四半期

増減率



◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：7ページ）

販売費及び一般管理費は213億円（前年同期比0.2％増）となり、販管費率は29.0％（前年同
期比1.2ポイント増）となりました。

3

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。
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□販売費及び一般管理費の推移 （単位：百万円）
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販管費

売上高
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販管費
売上高

販管費率
前年差額 前年率差

人件費 8,018 7.9% 7,979 8.1% 7,382 9.5% 7,222 9.4% 7,539 10.2% ＋317 ＋0.8p

減価償却費 946 0.9% 931 1.0% 846 1.1% 750 1.0% 784 1.1% ＋34 ＋0.1p

物流費 7,485 7.4% 7,347 7.5% 6,009 7.7% 5,593 7.3% 5,342 7.3% △251 ±0.0p

販売費 2,654 2.5% 2,230 2.3% 2,030 2.6% 1,741 2.3% 1,696 2.3% △45 ±0.0p

賃借料 769 0.8% 989 1.0% 891 1.1% 797 1.0% 684 0.9% △113 △0.1p

その他 7,555 7.5% 6,972 7.1% 5,661 7.4% 5,203 6.8% 5,299 7.2% ＋96 ＋0.4p

販管費合計 27,427 27.0% 26,448 27.0% 22,819 29.4% 21,306 27.8% 21,344 29.0% ＋38 ＋1.2p
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□損益分岐点売上高の推移 （単位：百万円）
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◆1-3 販売費及び一般管理費 （短信：7ページ）

固定費は3億円増加しましたが、限界利益率が1.3ポイント向上したため、損益分岐点売上
高を18億円引き下げました。

4

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。
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□固定費・限界利益率の推移 （単位：百万円）
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◆1-4 営業利益及び経常利益 （短信：7ページ）

＜営業利益＞
コストダウン推進等により売上総利益率は改善しましたが、売上高減少の影響を補えず、

営業利益は45億円（対前年同期比3.0％減）となりました。

＜経常利益＞
有価証券売却益及び為替収支が改善したこと等により、経常利益は48億円（対前年同期

比3.2％増）となりました。

営業利益

（単位：百万円）
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5,6145,651

2,775
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経常利益
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6,000

5,000

5,406

4.0%

3.0%

6.1%

5
（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。

同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。

23年12月期
第１四半期

4,838
4,529

6.2%

(単位：百万円)

101,712 97,975 77,654 76,748 73,583 △3,165 △4.1%

32,833 32,099 25,262 25,974 25,873 △101 △0.4%

(32.3%) (32.8%) (32.5%) (33.9%) (35.2%) (＋1.3p)

27,427 26,448 22,819 21,306 21,344 ＋38 ＋0.2%

(27.0%) (27.0%) (29.4%) (27.8%) (29.0%) (＋1.2p)

5,406 5,651 2,442 4,668 4,529 △139 △3.0%

(5.3%) (5.8%) (3.1%) (6.1%) (6.2%) (＋0.1p)

5,103 5,614 2,775 4,691 4,838 ＋147 ＋3.2%

(5.0%) (5.7%) (3.6%) (6.1%) (6.6%) (＋0.5p)

3,280 2,266 1,008 2,522 2,580 ＋58 ＋2.3%

(3.2%) (2.3%) (1.3%) (3.3%) (3.5%) (＋0.2p)
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（率）

（率）

（率）

営 業 利 益

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

売 上 高

売 上 総 利 益

（率）

（率）

販売費及び一般管理費
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前年差額
（前年率差）
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<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

増減率



◆1-5 四半期純利益 （短信：7ページ）

3,280

2,266

四半期純利益率

2.3%
3.2%

1.3%

1,008

四半期純利益

（単位：百万円）
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四半期純利益は25億円（前年同期比2.3％増）となりました。

主な特別損益項目
○特別利益・・・合計3.4億円

固定資産売却益 ・・・3.4億円

2,522

3.3%

19年
<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。
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2,580

23年12月期
第１四半期

3.5%

○特別損失・・・合計5.9億円
投資有価証券評価損 ・・・3.9億円
災害による損失 ・・・1.3億円
資産除去債務 ・・・0.7億円

(単位：百万円)

5,103 5,614 2,775 4,691 4,838 ＋147 ＋3.2%

(5.0%) (5.7%) (3.6%) (6.1%) (6.6%) (＋0.5p)

＋2,046 △1,059 － － △ 254 － －

特 別 利 益 ＋4,052 － － － ＋341 － －

特 別 損 失 △ 2,006 △ 1,059 － － △ 595 － －

7,149 4,555 2,775 4,691 4,585 △106 △2.3%

(7.0%) (4.6%) (3.6%) (6.1%) (6.2%) (＋0.1p)

3,869 2,289 1,767 2,169 2,005 △164 △8.2%

3,280 2,266 1,008 2,522 2,580 ＋58 ＋2.3%

(3.2%) (2.3%) (1.3%) (3.3%) (3.5%) (＋0.2p)

23年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

前年差額
（前年率差）

増減率
19年

<１～３月>
20年12月期
第１四半期

四 半 期 純 利 益

（率）

経 常 利 益

（率）

（率）

特 別 損 益

税金等調整前四半期純利益

法 人 税 等



２．貸借対照表の状況 （短信：５,６ページ）

23年12月期
第１四半期末
（23年３月末）
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3,000

その他流動資産

（単位：億円）

+30（+68.1%）

+18（+7.4%）

+17（+1.3%）

△150

前期末差額

2,666

資産の部

負債・純資産の部

主な増減要因

主な増減要因

＋138

22年12月期末

23年12月期
第１四半期末
（23年３月末）

（単位：億円）

+79（+24.6%）

平成22年12月期末と比較して、現金預金・有価証券が21億円、売上債権が83億円増加した
こと等により、総資産は2,666億円となりました。

204

282

593

282

419

749

7

74

6

△143

1,373

190

158

262

420

400

22年12月末

261

510

258

771

412

205

397

321

244

158

190

1,356

自己株式 △143

5

現金預金・
有価証券

売上債権

たな卸資産

その他固定資産

投資有価証券

有形固定資産

無形固定資産

仕入債務

有利子負債

その他負債

資本金

資本剰余金

利益剰余金

評価差額など

63
67

44

＋1（+20.0%）

+23（+5.8%）

+21（+8.0%）

+83（+16.3%）

+24（+9.3%）

+7（+1.7%）

△4（△6.0%）

△22（△2.9%）

2,528

△1（△0.5%）

需要期のため売上債権増

需要期のため仕入債務増

期中借入 +50億円
長期借入金 +29億円

需要期のため在庫積増し
震災の影響（出荷一時ストップ）

四半期純利益 +25億円
配当金 △8億円



３．キャッシュフロー・設備投資の状況 （短信：８ページ）
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減価償却費

＜当第１四半期のキャッシュフローについて＞
・営業活動では、税金等調整前四半期純利益が45億円となり、減価償却費15億円、売上債
権・仕入債務の増減による59億円の資金減、震災の影響等による在庫増23億円等により、
18億円の資金減となりました。

・投資活動では、設備投資支出24億円、投資有価証券の増減による９億円の資金減等によ
り29億円の資金減となりました。

以上の結果、フリーキャッシュフロー*はマイナス47億円となりました。

・財務活動では、借入金の純増額79億円、配当金の支払８億円等により、66億円の資金増
となりました。

・当第１四半期末の資金は、276億円となり、期首から22億円の増加となりました。

*  フリーキャッシュフロー＝営業キャッシュフロー＋投資キャッシュフロー

8

23年３月末22年12月末

現預金
254

△18

現預金
276

＋66

営業CF
財務CF

投資CF

△29

（単位：億円）

□ 現預金の増減内訳
23年12月期 <１～３月>

キャッシュ増 ＋22 億円

□ キャッシュフロー計算書
23年12月期 <１～３月>

◆営業キャッシュフロー
税金等調整前四半期純利益
減価償却費
債権・債務の増減
在庫増加
その他

◆投資キャッシュフロー
設備投資額
投資有価証券の増減
その他

◆財務キャッシュフロー
借入金
配当金の支払
その他

△18億円
＋45億円
＋15億円
△59億円
△23億円
＋4億円

△29億円
△24億円
△9億円
＋4億円

＋66億円
＋79億円
△8億円
△5億円
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1

3

2

1
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□ 設備投資・減価償却費の推移 建物 システム 機械 その他（単位:億円）

ﾌﾘｰｷｬｯｼｭﾌﾛｰ

△47億円

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。

23年12月期
第１四半期

11

15

その他

＋3

1

11

1
24



４．事業セグメントの損益状況

◆4-1 ステーショナリー関連事業 （短信：２ページ）

（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。
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19年
<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

19年
<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

39,022

23年12月期
第１四半期

40,505

23年12月期
第１四半期

3,506

ステーショナリー関連事業は、企業の消耗品の買い控え、オフィス通販分野における競争
激化等、厳しい状況で推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、「強み」を発揮できる商品カテゴリーに経営資源を集
中し、収益の拡大を図ってまいりました。

また、海外展開におきましては、ベトナムにおいて、ステーショナリー関連の日系企業として
初となる販売会社「コクヨベトナムトレーディング株式会社」を設立し、現地におけるノート販売
を強化いたしました。また、これに合わせて生産設備を増強するとともに、現地で人気の「ドラ
えもん」等のキャラクターをデザインしたノートを投入する等、販売チャネルの積極的な開拓、
商品ラインアップの拡充を推進し、シェア拡大を図りました。

オフィス通販事業におきましては、「カウネット」が需要喚起を目的として1,400品目を値下げ
するとともに、カウネットオリジナル商品を数多く掲載した第21号カタログを発刊し、堅調に推
移いたしました。

以上の結果、売上高は390億円（前年同期比3.7％減）となり、営業利益は35億円（前年同期
比2.7％減）となりました。

(単位：百万円）

ステーショナリー

売 上 高 46,212 45,884 41,252 40,505 39,022 △1,483 △3.7%

売 上 総 利 益 16,139 15,505 14,039 14,768 14,640 △128 △0.9%
（率） (34.9%) (33.8%) (34.0%) (36.5%) (37.5%) (＋1.0p)

販売費及び一般管理費 13,534 12,838 11,926 11,166 11,134 △32 △0.3%
（率） (29.3%) (28.0%) (28.9%) (27.6%) (28.5%) (＋0.9p)

営 業 利 益 2,605 2,667 2,113 3,602 3,506 △96 △2.7%
（率） (5.6%) (5.8%) (5.1%) (8.9%) (9.0%) (＋0.1p)

増減率
22年12月期
第１四半期

前年差額
（前年率差）

23年12月期
第１四半期

20年12月期
第１四半期

19年
＜1～3月＞

21年12月期
第１四半期



◆4-2 ファニチャー関連事業 （短信：３ページ）
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（注）平成19年12月期より決算期を毎年３月末日から12月末日に変更しました。
同期間の比較を行うため、平成19年以前の数値は、各年の<１～３月>（３ヶ月間）の数値を使用しています。
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19年
<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

19年
<１～３月>

20年12月期
第１四半期

21年12月期
第１四半期

22年12月期
第１四半期

*平成23年12月期よりファニチャー関連事業、店舗関連事業のセグメントを統合し、ファニチャー関連事業といたしました。そのため、
上記表及び下記グラフのファニチャー関連事業の数値は、旧ファニチャー関連事業と旧店舗関連事業を合算した数値となっておりま
す。

34,561

23年12月期
第１四半期

23年12月期
第１四半期

ファニチャー関連事業におきましては、企業の設備投資意欲は引き続き冷え込んでおり、需
要も低調に推移いたしました。

このような状況のもと当社グループは、製販一体となり「空間価値提供型ビジネス」への変革
を推進するとともに、すべてのバリューチェーンにおいてお客様起点のビジネスを進め、さらな
る付加価値の提供を図ってまいりました。

また、オフィス以外にも、教育・医療・官公庁を始め、様々な空間に対して価値提供を図るとと
もに、今期より統合いたしました店舗関連事業に関しましても、店舗の空間構築事業に対して
多様なソリューションを提供し、お客様の課題解決と企業価値向上を支援してまいりました。
海外展開におきましては、アジアにおいて、新製品の投入、販売チャネルの開拓を積極的に推
進し、シェア拡大を図ってまいりました。

以上の結果、売上高は345億円（前年同期比4.6％減）となり、営業利益は10億円（前年同期
比4.0％減）となりました。

(単位：百万円）

ファニチャー

売 上 高 55,500 52,091 36,401 36,242 34,561 △1,681 △4.6%

売 上 総 利 益 16,693 16,594 11,223 11,205 11,232 ＋27 ＋0.2%
（率） (30.1%) (31.9%) (30.8%) (30.9%) (32.5%) (＋1.6p)

販売費及び一般管理費 13,894 13,610 10,894 10,140 10,209 ＋69 ＋0.7%
（率） (25.0%) (26.1%) (29.9%) (28.0%) (29.5%) (＋1.5p)

営 業 利 益 2,799 2,984 329 1,065 1,023 △42 △4.0%
（率） (5.1%) (5.8%) (0.9%) (2.9%) (3.0%) (＋0.1p)

22年12月期
第１四半期

23年12月期
第１四半期

20年12月期
第１四半期

前年差額
（前年率差）

増減率
19年

＜1～3月＞
21年12月期
第１四半期



５．平成２３年１２月期の見通し（短信：４ページ）

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、当面、国内の経済活動が制約される

等不透明な状況が続くものと予想されます。現段階では、当社グループ業績に与える影響

は算出が困難なため、連結業績予想に変更はございません。今後、業績予想の見直しが必

要と判断された場合には、速やかに開示いたします。

（注）この資料に記述されている予想数値は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき
作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

11

第２四半期累計 (単位：百万円)

140,741 139,500 △1,241 △0.9%

ステーショナリー 77,594 77,000 △594 △0.8%

フ ァ ニ チ ャ ー 63,146 62,500 △646 △1.0%

（率） 5,061 (3.6%) 4,800 (3.4%) △261 △0.2p △5.2%

ステーショナリー （率） 4,973 (6.4%) 4,700 (6.1%) △273 △0.3p △5.5%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） 87 (0.1%) 100 (0.2%) ＋13 ＋0.1p ＋14.9%

（率） 5,334 (3.8%) 4,900 (3.5%) △434 △0.3p △8.1%

（率） 2,028 (1.4%) 2,100 (1.5%) ＋72 ＋0.1p ＋3.6%

通　期 (単位：百万円)

261,873 262,000 ＋127 ＋0.0%

ステーショナリー 148,986 148,800 △186 △0.1%

フ ァ ニ チ ャ ー 112,886 113,200 ＋314 ＋0.3%

（率） 3,282 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋718 ＋0.2p ＋21.9%

ステーショナリー （率） 6,532 (4.4%) 6,200 (4.2%) △332 △0.2p △5.1%

フ ァ ニ チ ャ ー （率） △ 3,249 (△2.8%) △ 2,200 (△1.9%) ＋1,049 ＋0.9p －

（率） 3,324 (1.3%) 4,000 (1.5%) ＋676 ＋0.2p ＋20.3%

（率） 815 (0.3%) 1,300 (0.5%) ＋485 ＋0.2p ＋59.5%

22年12月期
第２四半期累計　実績

（６ヶ月）

23年12月期
第２四半期累計　予想

（６ヶ月）

22年12月期
通期　実績
（12ヶ月）

23年12月期
通期　予想
（12ヶ月）

四 半 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 高

営 業 利 益

前年差額 増減率前年率差

前年差額 増減率前年率差

当 期 純 利 益

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益
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■人的被害
なし

■営業拠点の被災状況
・コクヨ東北販売株式会社（本社：宮城県仙台市）

什器転倒などで一時使用不能
3月下旬復旧

■生産拠点への被災状況
・コクヨファニチャー株式会社 芝山工場（千葉県山武郡）

一部設備被災
3月15日から稼動再開

■物流拠点の被災状況
・ステーショナリーの物流拠点

＜東京都江東区、茨城県常総市＞
3月17日から出荷を再開（東北地方を除く）
3月24日から東北地方への出荷順次再開

・ファニチャーの物流拠点
＜千葉県千葉市、埼玉県所沢市＞

3月23日から出荷再開

■生産・調達への影響
協力工場の被災や交通規制等により一部商品の生産・調達が遅延
現在はほぼ解消

東日本大震災の影響について（短信：２ページ）

震災直後のコクヨ東北販売㈱（宮城県仙台市）のオフィスの様子

６．主なトピックス

震災直後の配送センター（東京都江東区）の様子
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コクヨS＆T株式会社の子会社であるコクヨベトナム株式会社（本社：ハイフォン）は、ベトナム
におけるノートの販売を強化するために平成23年4月に販売会社であるコクヨベトナムトレー
ディング株式会社（KOKUYO VIETNAM TRADING Co.,Ltd.）を設立し、営業を開始しました。ま
た、生産設備を増強するとともに、現在販売中のスタンダードなキャンパスノートに加え、小中
学生のほか大学生からも人気の高い「ドラえもん」などのキャラクターをデザインした新製品
100アイテムを投入します。

コクヨベトナムは、輸出加工企業としてのライセンスを取得して平成17年11月に設立しまし
た。平成18年11月には、日本市場向け商品であるファイル・ラベル等のコストダウンを主目的
としたベトナム工場をハイフォンに建設しました。

コクヨベトナムは、勤勉で若年層人口が多いベトナムに大きな需要を見込んでおり、平成22
年に北部エリアを中心に代理店経由でノートのテスト販売を行い、年間約320万冊を販売いた
しました。

しかし、輸出加工企業のライセンスではベトナム市場での自由な販売活動ができないため、
ノートの拡販を可能とするために平成22年11月末に日本の文具メーカーとして初となる国内
販売ライセンスを取得し、販売会社であるコクヨベトナムトレーディングを設立しました。

今後はベトナム全土に5箇所の営業拠点を設け、本格的な販売活動に入ります。北部ハノイ
だけでなく南部ホーチミンや中部の地方都市にも販路を拡大し、平成23年は1,500万冊、3年
目の平成25年には7,500万冊の販売を見込みます。

また、平成23年2月には約10億円を投資して生産設備を増強し、現在の4倍にあたる年間
3,000万冊が生産できる体制を整えました。

コクヨグループでは、今後、国内・海外を両輪とした持続的成長を目指し、成長著しいベトナ
ム・中国・インドといったアジア新興国市場を中心に経営資源を積極投入していきます。

生産体制を整えベトナム全土に販路拡大（短信：２ページ）

ベトナムで人気の「ドラえもん」を表紙に描いたノート

６．主なトピックス



コクヨS＆T株式会社が製造・販売する「針なしステープラー＜ハリナックス＞（2穴タイプ）」が、
「2010年日経優秀製品・サービス賞 優秀賞 日経産業新聞賞」 を受賞しました。「針なしス
テープラー＜ハリナックス＞（2穴タイプ）」は、ホチキス針を使わずにコピー用紙を10枚まで綴じ
られる商品として平成21年12月に発売されました。資料の廃棄時に針を取り除く必要がなく、そ
のままシュレッダーに投入できる点や、針によるケガを防げる点などが評価されました。

■日経優秀製品・サービス賞の概要
日本経済新聞社が毎年一回特に優れた新製品・サービスを表彰するもので、昭和57年に始ま
り今回で29回目を迎えます。平成22年は日経グループ関連の総合記事データベース「NEEDS」
の「日経新製品データベース」に収録された新製品・サービス（年間約2万点）の中から、日本経
済新聞社記者が約150点を推薦し、審査委員会を経て最優秀賞、優秀賞、審査委員特別賞あ
わせて40点が最終決定されました。

株式会社カウネットは、事務用品、OA用品、生
活用品など約30,600品番を掲載した「カウネットカ
タログ2011年春夏号（第21号）」とオフィス家具な
ど約3,000品番を掲載した「カウネット家具カタログ
2011年春夏号（第9号）」を2月14日に発刊しました。

今号カタログでは、コピー用紙やスティックのり、
トイレットペーパー、ミネラルウォーターなどオフィ
スで使う消耗品を中心に、約1,400品番を平均約
8.4％プライスダウンしています。カウネットでは平
成19年2月に発刊した第13号カタログ以降、毎号
1,000品番を超える規模でプライスダウンを実施し
ており、今号で9号連続となります。その他、お買
い得企画として、コクヨ商品の購入に限り、期間限
定価格や特別セット、景品付きなどで提供する「コ
クヨまつり」を行うほか、毎月2回、1日限りのお買
い得商品を紹介するWEB企画「カウネッ10（ト）
DAY」を3月10日から開始します。

「2010年日経優秀製品・サービス賞 優秀賞 日経産業新聞賞」を受賞

カウネット、コピー用紙など約1,400品番を値下げ（短信：２ページ）
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針なしステープラー＜ハリナックス＞（２穴タイプ） 針なしステープラー＜ハリナックス＞（ハンディタイプ）

「安さ満開」をテーマにした「カウネット第２１号カタログ（左）」と
「カウネット家具カタログ第９号（右）」

６．主なトピックス



株式会社カウネットは、高機能携帯端末iPhone上で、オフィス家具の配置シミュレーションがで

きる無料アプリの配信を1月7日から開始しました。このアプリでは、お客様がiPhoneで撮影した

オフィス空間の画像に、当社推奨のデスクやイス等を重ねあわせ、配置シミュレーションができ

ます。オフィスの新規開設や移転の際など、事前に配置シミュレーションを行なうことで、お客様

のイメージに合った家具を選べます。またカウネットのWEBサイトと連動しており、選んだ商品は

iPhone上で購入できます。

iPhone向けにオフィス家具のレイアウトアプリを無料配信

「コクヨ総合カタログ」iPad向けにデジタル版を無料配信
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コクヨファニチャー株式会社は、オフィス家具業界初の取り組みとして、平成23年版「コクヨ

総合カタログ（ファニチャー編）」の情報が入ったiPad向け専用アプリケーションソフト「コクヨの

家具」の無料配信を1月19日から開始しました。

「コクヨの家具」は、デスク、イス、収納から傘立てなどまで、約11万点の商品情報が入った

専用アプリを「App Store」からダウンロードすることで、場所を選ばずに商品情報を閲覧する

ことができます。

ページ送りや文字・画像の拡大を直感的に行え、一部の商品については動画情報を加え

ており、商品特長をわかりやすく紹介しています。

アプリ上の画面イメージ

アプリケーションソフト「コクヨの家具」画面イメージ
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